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６　「賃金水準の向上」の取組に関する加点（配点５） 配点

1.50％以上 3
2.00％以上 4
3.00％以上 5

0.5

配点

女性活躍推進法

次世代育成支援対策推進法

1
えるぼし 1.5
プラチナえるぼし 2
くるみん 1.5
プラチナくるみん 2

若者雇用促進法 ユースエール

100

5

最大3

各0.5 最大1

合計

0.5

最大0.5

７　「女性の活躍推進」の取組に関する加点（配点５） 評価点

従業員数100人以下の
企業に限る

各0.25一般事業主行動計画の策定・
届出

秋田県知事表彰の受賞

女性活躍・両立支援企業表彰

女性の活躍推進企業表彰

子ども・子育て支援知事表彰

男女共同参画社会づくり表彰

えるぼしチャレンジ企業認定

法令に基づく認定

女活法

次世代法

パブリックリレーションズ推進事業業務委託

企画提案競技評価票

評価項目・評価観点・評価配点

１　目的や期待する効果の実現性（配点１０）

本事業の趣旨を深く理解し、確実に目標（KPI）を達成するための論理的かつ具体的な考え方や方針が示され、計画が
組み立てられているか。

メディア等での露出獲得が、観光の目的地として秋田県を選ぶこと（観光誘客の促進）に資する提案となっている
か。

２　実施体制・事業実施の方向性（配点２５）

十分な知見・ノウハウを保有した組織・人員体制が確保されているか。

円滑に業務を進め提案内容を実現するための業務実施体制、サポート体制を有しているか。またスケジュールは、実
現性があり無理のないものとなっているか。

業務の遂行に当たっての危機管理（情報セキュリティや個人情報の取扱、権利関係等）を意識した提案となっている
か。

過去に同種の業務内容について取組実績があり、十分な成果を上げているか。

３　提案内容の有効性（配点４０）

（首都圏メディア向け資料（ファクトブック）の制作について）
資料の構成において「なぜその情報が今、首都圏メディアに受けるのか」という根拠が明確であり、記事化・番組化
につながる提案が示されているか。

（メディアへの売り込み・リレーション構築）
・ターゲットを意識した、配信先の選定基準や、露出獲得に向けた独自のコネクション・ノウハウが提示されている
か。
・説明会やキャラバンの実施は、単発の露出獲得で終わらせず、継続的な情報提供やメディア側からの相談に繋がる
ような、中長期的な関係構築案が示されているか。
・メディア媒体に合わせた具体的な露出獲得手法が提案されているか。特にテレビ露出獲得に関しては具体的な手法
と計画が示されているか。
・メディア側の求めている内容に対して効果的な情報を提供しつつも、秋田県の食や文化、祭りなど県として売り込
みたいコンテンツが露出できるようなプランとなっているか。

（プレスリリース及びニュースリリースの作成・配信）
・メディアが記事化・番組化しやすいよう、県の情報を効果的に発信できる体制が整っているか。
・AI・SEO 検索のトレンドを意識した提案がなされているか。

（メディア、インフルエンサー招聘）
・秋田の食や伝統文化など独自の魅力を詰め込んだ「体験プログラム」が設計されており、メディアが記事化・番組
化したくなる独自の視点や素材が提供されているか。
・ＳＮＳ上での情報拡散につながるような工夫が施されているか。

（目標設定）
目標設定及び分析・効果測定の手法は、本事業の効果を測定する上で適切かつ明確なものとなっており、次年度以降
の施策に活かせる知見や課題を抽出するための具体的なフィードバック手法が示されているか。

（分析・報告）
本県が狙うべきターゲットの掘り起こし、次年度以降のターゲティングに資する分析・報告が見込めるものになって
いるか。

４　その他加点要素（配点５）

複数年でのパブリックリレーションズの活用や今後のマーケティング戦略の検討に貢献する提案になっているか。

５　適切な経費積算と経費単価の妥当性（配点１０）

 パートナーシップ構築宣言」の作成・公表

本業務における経費の積算は、全ての業務について過不足なく項目出しと数量計上を行っているか。

本業務における各経費の積算額は、適正な見積りのもとに算定され、妥当なものとなっているか。

評価点

役員及び従業員の給与等受給者一人当たりの平均給与額
又は役員を除く従業員の給与等受給者一人当たりの平均給与

額の対前年増加率
最大5 5


